「国立病院機構によるOB企業への独占発注に関する報道」についての談話
　２００６年３月２日付夕刊によれば、独立行政法人国立病院機構が２００４年度、OBらが設立した民間会社「保健医療ビジネス」に対して、駐車場管理や売店・食堂、エレベーター設備の点検など独占的に発注していたと報じられている。

　国立病院の業務委託をめぐっては、旧国立病院時代にも、厚生省所管の財団法人「厚生共済会」による独占的な受注などが問題となり、同財団は解散している。しかし、厚生共済会の収益事業は事実上「保健医療ビジネス」に引き継がれて現在に至っている。
　国立病院の現場では、経費節減が声高にさけばれる中、医師・看護師をはじめ多くの職員が２４時間いのちと向き合い、厳しい労働条件のなかで懸命に努力している。にもかかわらず、報道されているような、一部幹部の天下り企業との利権にからむ癒着問題によって、国民に国立病院への不信を抱かせるような事態は、誠に遺憾であり、怒りを禁じえない。
　国立病院機構の独立行政法人移行初年度（２００４年度）の経営は、総収支で計画より赤字を２００億円近く減らし、経常収支では黒字転換して２億円の利益をだしている。しかし、その内実は、賃金職員（フルタイムの非常勤で長年病院を支えてきた職員）の雇い止めとパート・委託化、看護師などの大量の欠員、ベテラン看護師等の賃金引下げなど、徹底した人件費削減・経費節減の結果であり、医療事故や医療の後退につながりかねない多くの問題を含んでいる。
　国立病院の看護師配置は、他の公的医療機関と比べても少なく、夜間はわずか２人で約５０人の患者さんの看護を行っている病棟も多い。月９回を超える夜勤を行っている看護師が全国で５,０００人を超え、過酷な勤務のためにやむなく退職する看護師も少なくない。ベテラン職員の流出は、医療事故の危険を高めている。

　また、雇い止めされた賃金職員は、長年の経験がありながら百数十万円の年収で６時間勤務のパートタイムとして病院運営を支えている。

　経営「合理化」と称して、給食や検査をはじめ業務委託が推進されているが、人のいのちにかかわり、チームワークが重要な医療は、直営原則で行われるべきである。経費節減という点でも、委託・派遣業者が利益を確保することを考えれば、業務委託が経費節減につながっているのか疑問である。

　０６年４月から「高齢者の雇用の安定に関する法律」が施行され、民間企業では６５歳までの雇用確保が義務付けられるが、国立病院では、これまでに再任用された職員は一人もいない。２０年、３０年の経験をもつベテラン職員を再雇用する方が経営的にも有利であることは明白である。
　報道されているような、国立病院機構と天下り企業との癒着があるとすれば、国立病院機構は真摯に反省し、国民医療の向上という自らの使命を再認識すべきである。
　全医労は、国立病院に働く職員の労働組合の立場から、国民のみなさんに信頼され、安全安心の医療を提供するために、引き続き奮闘することを表明するものである。

２００６年３月３日

全日本国立医療労働組合
書記長　　岸田　重信
